
被災者生活再建支援制度に関連する被災自治体の職員配置の例

※ 自治体からの聞取りを基に内閣府において整理

した結果であり、被災当時に記録されていたもの

ではない。

１ 長岡市（旧長岡市）におけるピーク時の職員配置数

市長事務部局職員 被災者相談窓口 り災証明職員 被害認定職員 計

関係職員

，０２２名 ５２名 １３名 ３１名 ９６名１

（ ） （ ． ） （ ． ） （ ． ） ． ）１００％ ５ １％ １ ３％ ３ ０％ ９ ４％（

教育委員会等から １８名 ６名 １０名 ３４名

他市町村から ８名 １３５名 １５３名１０名
臨時職員 ６名 ８名 － １４名

配置職員数 計 ８４名 ３７名 １７６名 ２９７名

、 。「 」 。※動員状況は日によって異なり 特定の１日の状況 計 欄は参考

○ 平時には基本的に担当者０名の業務に市長部局の１割近い職員を動員。
○ 財務企画部局から、保健福祉、環境、都市関係部局まで、幅広い部局から動員。
○ 動員された職員は本来業務を残業等で行ったほか、各部局も減った人員で災害対
応や通常業務に対応。

２ 輪島市におけるピーク時の職員配置数

市長事務部局職員 被災者相談窓口 り災証明職員 被害認定職員 計

関係職員

名 １２名 ３０名 ２２名 ６４名５２５

（ ） （ ． ） （ ． ） （ ． ） ． ）１００％ ２ ３％ ５ ７％ ４ ２％ (１２ ２％

他市町村から ２名 － ４６名 ４８名

臨時職員 １名 ４名 － ５名

配置職員数 計 １５名 ３４名 ６８名 １１７名

、 。「 」 。※動員状況は日によって異なり 特定の１日の状況 計 欄は参考

○ 平時には基本的に担当者０名の業務に市長部局の約１割の職員を動員。
○ 市長部局職員数は、病院職員（１６６名 、保育所職員（８３名）を含む。）
○ 総務部局から、福祉、環境、建設関係部局まで、幅広い部局から動員。
○ 動員された職員は本来業務を残業等で行ったほか、各部局も減った人員で災害対
応や通常業務に対応。
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